
 

  

 

 

 
2026 年６月 18日 

各  位 

会 社 名  マ ッ ク ス バ リ ュ 東 海 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長 兼  作 道 政 昭 

       社 長 執 行 役 員 

（コード番号：8198 東証スタンダード市場） 

問 合 せ 先  執 行 役 員  野 尻 義 博 

       経 営 管 理 本 部 長 

       （ TEL. 053-421-7000） 
 
 
 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、2026 年６月 18日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるデリカ食品株式会社（以

下、デリカ食品といいます。）を吸収合併（以下、本合併といいます。）することを決議しましたので、

お知らせいたします。 

 なお、本合併は、完全子会社を対象とする合併のため、開示事項・内容を一部省略しております。 
 
 
 

記 
 

１．本合併の目的 

 当社の完全子会社であるデリカ食品は、寿司・米飯・総菜等の商品を製造し、主に当社に供給するサ

プライヤーです。当社は、中期経営計画において、商品力の強化を重要施策と位置付け、生鮮・デリカ

の強化に取り組んでおります。今後も生鮮・デリカの各部門との連携をさらに強化するとともに、当社

の事業全体の経営資源の集中と効率化をはかることを目的として、今秋を目途に合併するため合併契約

を締結いたしました。 

 

２．本合併の要旨 

 （１）本合併の日程 

取締役会決議日  2026 年６月 18日 

合併契約締結日  2026 年６月 18日 

合併効力発生日  2026 年９月１日（予定） 

（注）当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併であり、デリカ食品においては会

社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総会の

承認決議を経ずに行います。 

 

 （２）本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、デリカ食品は解散いたします。 

 

 （３）本合併に係る割当ての内容 

完全子会社との合併であるため、本合併に関する新株式の発行及び金銭等の交付はありません。 

 

 （４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い該当事項はありません。 

 

 

 



 

  

 

３．本合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(１)名 称 マックスバリュ東海株式会社 デリカ食品株式会社 

(２)所 在 地 
静岡県浜松市中央区篠ケ瀬町 

1295 番地１ 
三重県松阪市大口町 141 番地 

(３)代表者の役職･氏名 
代表取締役社長 兼 社長執行役員 

作道 政昭 
代表取締役社長 岡田 邦和 

(４)事 業 内 容 食品スーパーマーケットの運営 寿司・米飯・総菜等の製造業 

(５)資 本 金 2,267 百万円 20 百万円 

(６)設 立 年 月 日 1962 年６月 20 日 1969 年７月 11 日 

(７)発 行 済 株 式 数 31,973,848 株 40,000 株 

(８)事業 年度の 末日 ２月末日 ２月末日 

(９)大株主及び持株比率 

  (2026 年 2 月 28 日) 

イオン株式会社 63.86％ 

マックスバリュ東海従業員持株会 

1.71％ 

株式会社百五銀行 1.23％ 

株式会社三十三銀行 1.21％ 

三菱食品株式会社 1.13％ 

株式会社ウメモト 0.63％ 

竹内晶子 0.57％ 

加藤産業株式会社 0.57％ 

ステート ストリート バンク アンド 

トラスト カンパニー 0.46％ 

サントリー株式会社 0.37％ 

マ ッ ク ス バ リ ュ 東 海 株 式 会 社 

100.0％ 

  

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績（2026 年２月 28 日現在） 

 吸収合併存続会社（連結） 吸収合併消滅会社（単体） 

純資産 97,052 百万円 1,505 百万円 

総資産 152,405 百万円 2,102 百万円 

営業収益 384,951 百万円 4,995 百万円 

営業利益 13,557 百万円 308 百万円 

経常利益 13,771 百万円 313 百万円 

当期純利益 10,249 百万円 205 百万円 

１株当たり当期純利益 321.49 円 5,141.33 円 

１株当たり純資産 3043.33 円 37,643.44 円 

 

４．本合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ

りません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響はありません 

 

以 上 


